
令和６年１１月８日

事務局説明資料

野木町上下水道料金等審議会
第１回検討会【下水道事業】

資料２



令和６年 令和７年

11月 12月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月

（１）全体スケジュール

資料作成 資料作成 資料作成
資料
作成

第１回検討会

① 野木町の下水道使用
料について

② 適正な下水道使用料
水準を検討する必要
性

（２）検討内容

第２回検討会

① 適正な下水道使用料
の検討方法について

② 下水道使用料水準に
ついて

第３回検討会

① 使用料体系について

② 下水道使用料改定の
考え方について

第４回検討会

① 答申（案）について
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（１）現行の使用料体系

〇現行の下水道使用料は、基本料金、超過料金（従量料金）を設定している。

１０㎥まで(円) １，１００

①基本料金（消費税抜）

②超過料金（消費税抜）

１１㎥以上２０㎥まで
１㎥につき(円)

１２０

２１㎥以上５０㎥まで
１㎥につき(円)

１３０

５１㎥以上１００㎥まで
１㎥につき(円)

１４０

１０１㎥以上
１㎥につき(円)

１５０

計算例：25㎥使用

基本料金1,100円+超過料金（120円
×10㎥+130円×5㎥）=2,950円（税抜）

2,950円×1.1=3,245円（税込）

※農業集落排水使用料においても準用しているため同様の使用料。
2



0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

矢
板
市

市
貝
町

日
光
市

足
利
市

茂
木
町

益
子
町

芳
賀
町

那
珂
川
町

那
須
烏
山
市

壬
生
町

那
須
塩
原
市

大
田
原
市

真
岡
市

宇
都
宮
市

栃
木
市

鹿
沼
市

高
根
沢
町

那
須
町

下
野
市

さ
く
ら
市

野
木
町

小
山
市

佐
野
市

上
三
川
町

２０㎥使用した場合の１カ月あたりの県内料金（消費税込）
（円）

（２）使用料水準の比較 ※令和５年５月時点（全国平均は平成３０年時点）

県内平均（R5時点）：2,718円全国平均（H30時点）：2,787円

野木町：2,530円 県内20/23（4番目に安価） 3



年度 改正内容

H ９ 下水道条例施行

H２６ 消費税率改正（５％⇒８％）

R １ 消費税率改正（８％⇒１０％）

年度 団体名

H ８ 宇都宮市

H２２ 足利市

H２３ 佐野市、下野市

H２５ 鹿沼市

H２６ 那須烏山市

H２７ 大田原市

R ３ 矢板市

R ５ 小山市、高根沢町

R ６ 栃木市、上三川町、壬生町

（３）使用料改定の状況

①野木町の改定状況

野木町の下水道使用料は消費税率の改
定を除き、平成９年度（条例施行時）
以降の２６年間据え置きとなっている。

②栃木県内他団体の状況 ※消費税改定を除く
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〇使用料回収率は使用料で回収すべき経費をどの程度賄えているかを示した指標であり、
本町においては５０％～８０％程度で推移している。

〇１００％に満たない部分については、一般会計からの繰出金において補てんしている。
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〇水洗化人口は新規接続による増加があるが、行政区域内人口の減少もあるため、令和
元年度をピークに、減少の傾向にあり、今後も減少が見込まれる。

〇使用料収入は新型コロナウイルスの影響で水需要が増加し、それに伴う有収水量の増
加で令和２年度に増加しているが、生活様式戻りつつあるなか、水洗化人口の減少に伴
い減少が見込まれる。

150,000

170,000

190,000

210,000

230,000

250,000

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12

15,000

16,000

17,000

18,000

19,000

20,000

水洗化人口と使用料収入（税抜）の推移

下水道事業収益 水洗化人口

（千円） （人）

実 績 推 計

R12 水洗化人口16,907人
使用料収入200,280千円

R1 水洗化人口18,279人

※人口は国立社会保障・人口問題研究所の推計値を基準に算出
※R2より公営企業会計適用、適用前は調定額で算出

（２）水洗化人口の減少による使用料収入の減収

新型コロナウイルス
の影響により

使用料収入の増加
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〇管路施設においては、現在耐用年数を経過したものは無いが、昭和５７年～昭和５８
年に多くの管路が布設されており、今後１０年間でおよそ１５．５ｋｍの管路が耐用年
数を迎えることになる。
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今後１０年間更新時期を迎える管路
約１５．５ｋｍ

（３）老朽化に伴う施設の更新
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（４）経営の健全化・効率化への取組み

これまでの

取組

• 料金徴収業務や水道閉開栓など、民間業者への委託による業務の効率化、職員数

の削減（水道事業で一括発注）

• 管路台帳システムの導入による業務の効率化

• 上下水道事業を１つの組織に集約し、組織体制の効率化、経営ノウハウの集約

• 国庫補助金の有効活用

これからの

取組

• ストックマネジメント計画に基づく施設更新による投資の平準化

• 工事で発生する不用品の売却による新規収入源の確保

• PPP・PFI等の官民連携について、先進自治体の事例を研究し、包括的な管理委託

の有効性を調査研究

人口減少による収益の減少、施設の老朽化による負担の発生など、大き
な環境変化に対し経営努力のみでは対応が困難
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（１）使用料の状況

• 現状経費回収率は１００％を下回っており、不足している金額を一般会計からの繰出金により

補てんしている状況

（２）水洗化人口の減少による使用料収入の減収

• 新規接続による増加を、行政区域内人口の減少が上回る見込みのため引き続き、水洗化人口は

減少していく見込みであり、それに伴い使用料収入も減少していく見込み

（３）老朽化に伴う施設の更新

• 今後施設の老朽化は進行していき、耐用年数を超える資産は増加していくため、更新費用の確

保が必要

（４）経営の健全化・効率化への取組み

• 既に実施している取組のほか、PPP等の官民連携が実現可能だった場合も含めて、経営環境の

変化への対応は困難

今後の経営環境の変化に対応するためにも、経営努力を行ってなお、発生す
る財源不足を解消するため、適正な下水道使用料水準の検討が必要となる
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